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1 ．問題と目的
1.1　共通教育のマネジメントにおける課題
近年，共通教育をめぐっては1991年の大学設置基準
の大綱化に起因する共通教育の実施運営体制の改編，
社会や学生の状況の変容を背景とした共通教育内容の
スキル化といった大きく 2 つの変化が生じている．具
体的には，大学設置基準の大綱化によって一般教育と
専門教育の区分がなくなったことを契機に共通教育は
縮小し，国立大学では教養部の解体が進んだ（吉田文 
2013）．他方，共通教育のスキル化1）が進み，初年次
教育やリメディアル教育，情報教育等の比重が高まっ
た（吉田文 2013）． 
なお，共通教育は教養教育と称されることも多いが，
本研究では吉永（2011）の枠組みを踏襲し，狭義の教
養教育（人文・社会・自然科学科目）・語学教育・保
健体育・専門基礎科目・スキル教育・リメディアル教
育等，専門教育以外のすべての学士課程教育を共通教
育と呼称する．
このように，運営面でも内容面でも大きな変化を迎
えている共通教育のマネジメントをいかに展開してい
くかは多くの大学にとって課題だといえる．更に，共
通教育のマネジメントは昨今の大学教育改革の観点か
らもますますその重要性を増している．この背景には，
大学教育の質保証や学習成果に関する国際的な関心の
高まりがあろう（岡田・鳥居 2011; 吉田 2016）．どの
ような教育目標のもとにカリキュラムを編成し
（Plan），教育実践を行い（Do），教育の成果を検証し
（Check）， 改 善 に つ な げ る の か（Act） と い っ た
PDCAサイクルによる一連の教育マネジメントの過
程が，大学教育の質保証を果たすために求められてい
る．それは共通教育でも例外ではない．
共通教育のマネジメントの状況に関しては，大学評
価・学位授与機構が2001年に国立大学を対象に，共通
教育の取組の現状について調査をしている（大学評価・
学位授与機構 2003）．この調査では，各大学の設定し
ている目的及び目標の達成に照らして，「実施体制」「教
育課程の編成」「教育方法」「教育の効果」の各評価項
目がどの水準にあるのかを分析しており，なかでも「教
育の効果」に問題があることを明らかにしている．川
口（2005）は「『教育の効果』の評価項目の水準が低
い理由は，これを評価するための根拠資料・データが
不足していることである」（川口 2005: p14）と指摘し
ており，共通教育のマネジメントにおいて特に教育の
評価が課題となっていることが認められる．
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本研究は（1）共通教育の実施運営体制と組織文化が共通教育マネジメントに与える影響を明らかにするとともに，
（2）実施運営体制と組織文化に関連する要因を検討することを目的とした．2014年の 4 月～ 7 月に，全国の大学・短
期大学を対象とした質問紙調査が実施され，223大学が回答した．分析結果から，組織文化は実施運営体制以上に共
通教育マネジメントに大きな影響を与えていることが示された．また，共通教育マネジメントに対する実施運営体制
や組織文化の影響の仕方は，教養系科目，初年次／リメディアル系科目によって異なることも明らかになった．実施
運営体制・組織文化に関連する要因については，大学の特性や学生の特徴が実施運営体制や組織文化に影響を与えて
いることが示された．また，実施運営体制は組織文化と相互に関連していることも明らかになった．これらの知見に
基づき，共通教育マネジメントにおける実施運営体制と組織文化の役割について検討された．
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1.2　共通教育マネジメントと実施運営体制・組
織文化
それでは共通教育のマネジメントを機能させるため
には何が必要なのだろうか．この問題については中留
（2012）の論考が重要な視点を提供している．中留は
大学におけるカリキュラムマネジメントの必要性を論
じており，大学設置基準大綱化以降のカリキュラムマ
ネジメントに関わる重要な課題として，共通教育を挙
げている．ここで，カリキュラムマネジメントは「大
学の教育理念（教育目標）を実現するために，教育活
動の内容・方法（カリキュラム）上の連関性と条件整
備活動（マネジメント）上の協働性の対応関係を，組
4
織構造
4 4 4
と組織文化
4 4 4 4
を媒介としながら，P-D-C-Aサイク
ルを通して組織的，戦略的に動態化していく営み（中
留，2012，p5；傍点は筆者）」と定義されており，共
通教育におけるPDCAサイクルを機能させるために
は組織構造と組織文化が鍵になると考えられる．
まず組織構造について考えてみると，中留は組織構
造は組織のハード面であり，その中心は組織と運営で
あるとしている（中留 2012）．本研究でいえば，これ
は共通教育の実施運営体制と言い換えられよう．共通
教育の実施運営体制に関してはこれまでにも調査研究
が実施されており，いくつかの知見が得られてきた（川
口 2005; 木本，2012; 吉田香奈 2008, 2012, 2013）．例
えば，共通教育の運営組織については大学全体では委
員会方式が最も多いが，設置形態別にみると国立大学
では全学的なセンタ ・ー機構による運営が多く，公立・
私立大学では委員会方式が多くなっている（川口 
2005; 吉田香奈 2012, 2013）．共通教育の実施状況につ
いては，大学設置基準の大綱化以降，全体的には共通
教育は縮小したが（川口 2005; 吉田文 2013），共通教
育のタイプによって状況は異なり，狭義の教養教育・
外国語・保健体育は減少した一方，情報処理や初年次
教育などは増加したことが示されている（吉田香奈 
2012, 2013）．また，共通教育のタイプによって実施組
織も異なり，木本（2012）はリメディアル教育や初年
次教育，専門基礎はそれ以外の共通教育と比べ学部・
学科レベルで実施されている状況を報告している．
以上のように，共通教育の実施運営体制については
これまでにも全国的な先行調査が行われており，実施
運営体制の現状やそこにおける課題が示されている．
ただし，先行研究においては実施運営体制が共通教育
のマネジメントにどのような影響を与えているのかに
ついては十分な分析がなされてこなかったと見なせる．
次に，組織文化への着目である．大学のカリキュラ
ムマネジメントの要件として組織文化の重要性を指摘
している中留は，組織文化を「当該校の教職員のより
多くの者が，ごく自然のことと思っている共通のもの
の見方や考え方の認識枠」（中留 2012: 9）と定義して
いる2）．これまでのところ，組織のハード面である組
織構造に対して，組織のソフト面である組織文化に焦
点をあて共通教育との関連を検討した研究はわずかで
ある．2011年に大学教育学会の課題研究として行われ
た調査では共通教育の軽視に関する項目が含まれてい
るが（吉田香奈 2013），それ以外に組織文化に関する
内容は尋ねられていない．
大学教育全般を対象とした先行研究では，組織文化
を検討しているものもいくつか存在する．例えば，関
西国際大学・日本高等教育学会（2008）の調査では，
「教育に熱心な教員が多い」「教養教育志向が強い」「専
門教育志向が強い」といった大学の教育風土に関する
項目や，「学長の方針に対して，教員の反発が強い」「学
生募集に危機感を感じている」といった大学のガバナ
ンスや改革に関わる学内の雰囲気に関する項目が尋ね
られている．また，広島大学高等教育研究開発センター
（2010）の調査では，学問領域ごとに教育改革への積
極性について尋ねている．
こうした教育に関する教員の意識はもちろん，大学
のガバナンスや改革に対する教員の態度も共通教育の
マネジメントに影響を与えている可能性がある．しか
し，これらの調査は必ずしも共通教育を対象としたも
のではなく，組織文化と共通教育の関係については明
らかにされていない．中留（2012）も組織文化と共通
教育の関係については今後実証していく必要性のある
仮説であると述べているように，量的なデータに基づ
き両者の関係を検証することが重要だといえる．この
問題について検討するために，本研究では上記の大学
教育の文脈で検討されてきた項目や，組織論において
組織文化を測定するために開発された既存の尺度の項
目を考慮して作成された「共通教育にかかわる組織文
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化」を測定するための尺度（岡田・高野 2015）を用
いて組織文化にアプローチする．
1.3　本研究における分析枠組みの設定
これまでの議論を踏まえ，本研究では実施運営体制
及び組織文化と共通教育マネジメントの関係性を図1の
ように捉え検討していく．まず，図中①の矢印に関して，
上述のように共通教育のマネジメントは実施運営体制と
組織文化に左右されると予想されるが，その他に大学
の特徴（大学の属性や学生の状況）からも影響を受け
ると考えられる．①の矢印の関係については岡田・高野
（2015）でも一部検討されているが，そこでは実施運営
体制や組織文化に関する要因を個別に検討するという
基礎的な分析に留まっている．大学の特徴，実施運営
体制，組織文化に関する要因間には関連があると考えら
れ，正確な影響力を明らかにするためには他の要因を統
制した上で分析を行う必要があるだろう．
次に，実施運営体制や組織文化は各大学によって異
なるといえる．この点に関して，先行研究では大学の
設置形態と実施運営体制との関連を検討したものはあ
るが（川口 2005; 吉田香奈 2012, 2013），これらの研
究では学力水準等の学生の状況に関する要因は考慮さ
れておらず，また，組織文化との関係も解明されてい
ない．そこで，本研究では図中②の矢印で示したよう
に，大学の特徴が実施運営体制や組織文化にいかなる
違いを生じさせるのかについて分析を行う．
更に，実施運営体制と組織文化には密接な関連があ
ると予想される．具体的には，図中③の矢印のように，
実施運営体制の在り方が組織文化に変化を生じさせる
という関係とともに，ある組織文化に起因して実施運営
体制に変化が生じるという，双方向の関係性があると見
なせる．これまではこの問題についても検討されてこな
かったが，教育実践に資する知見を得るためには両者
の関連を明らかにすることが重要だと考えられる．
1.4　本研究の目的
以上のことから，本研究ではまず，共通教育マネジ
メントにおけるPDCAサイクルの諸側面に大学の特
徴（大学の属性・学生の状況），共通教育の実施運営
体制，共通教育にかかわる組織文化がどのような影響
を与えているのかを明らかにする．ただし，冒頭で述
べたように共通教育といってもその内容が多様化して
いることから，全てをまとめて捉えることは現実的で
はないといえる．そのため，本研究では伝統的な科目
区分である教養系科目と，近年になって多くの大学が
導入するようになった初年次／リメディアル系科目の
2つに注目し，両者を区分した上で分析を行う3）．次に，
大学の特徴によって実施運営体制や組織文化がどのよ
うに異なるのか，実施運営体制と組織文化がどのよう
に関連しているのかについて検討する．
2 ．方法
2.1　調査対象・手続き
2014年 4 月～ 7 月にかけて大学院大学を除く全国の
大学・短期大学を対象にWebアンケートを実施した4）．
Webアンケートの実施においては放送大学のリアル
タイム評価支援システム（REAS）を用いた．各大学
の学長宛に調査依頼を送付し，「共通教育の実施に責
図１　実施運営体制・組織文化と共通教育マネジメントの関係性
1.3 本研究における分析枠組みの設定 
 
大学の特徴
実施運営体制
組織文化
共通教育マネジメント
(共通教育における
PDCAサイクルの
機能状況)
①
①
①
②
②
③
図1 実施運営体制・組織文化と共通教育マネジメントの関係性
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任を持つ担当者」に回答してもらうよう依頼した．回
答大学の内訳は， 4 年制大学が184校（国立36校，公
立25校，私立123校）で回収率は24.6％だった5）．短期
大学は39校（公立 1 校，私立38校）が回答し，回収率
は11.2％だった．
　
2.2　調査項目
2.2.1　大学の特徴
設置形態，大学設置年，キャンパス数，大学規模，
大学院進学率，学力水準について尋ねた．
2.2.2　実施運営体制
運営組織の形態，データに基づく共通教育の評価体
制，共通教育に関する会議の頻度，共通教育担当者に
関する情報，開講科目数に占める共通教育の割合につ
いて尋ねた．
2.2.3　組織文化
共通教育にかかわる組織文化尺度（岡田・高野 
2015）を用いた．本尺度は，「共通教育への積極性（ 5
項目，α=.78，項目例「担当者全体で協働して共通教
育の運営にあたっている」「共通教育担当者は教育に
熱意を持っている」）」「組織へのコミットメント（ 3
項目，α=.72，項目例「大学に対する帰属意識の強い
教職員が多い」「会議などでは立場にかかわらず自由
に発言できる雰囲気がある」）」「改革志向（ 4 項目，
α=.67，「大学執行部のリーダーシップが強い」「自大
学を取り巻く状況に危機感を持っている」）」の 3 つの
下位尺度から構成される6）．「とてもそう思う～全く
そう思わない」の4件法で回答を求めた．
2.2.4　共通教育におけるPDCAサイクルの機能状況
岡田・高野（2015）では，共通教育における計画（P）・
実行（D）・評価（C）・改善（A）の各側面に関する
取り組み状況について，それぞれ 3 ～ 5 つの項目を作
成し，それらを総合したものとしてP機能・D機能・
C機能・A機能を捉えている．各機能は単因子構造で
あることが確認されているとともに，内的一貫性も十
分であり（α=.82-.91），本研究でも同様の項目を用い
ている．P機能（ 5 項目：項目例「教養系科目の教育
目標を達成するために十分な科目が適切な順序性で配
置されている」「教養系科目の教育目標は教職員に浸
透している」），D機能（ 4 項目：項目例「全体的に教
養系科目は事前の計画通り，円滑で効果的な実施がな
されている」「全体的に教養系科目では教育目標の達
成が意識された上で授業が実施されている」），C機能
（ 5 項目：項目例「教養系科目の教育目標に照らした
学習成果の検証が行われている」「教養系科目を通じ
た学習成果を評価する指標が明確になっている」），A
機能（ 3 項目：項目例「教養系科目の改善に向けた効
果的なアクションがとられている」「教養系科目にお
ける課題・改善点が行動目標として整理されている」）
の各機能に関して，教養系科目，初年次／リメディア
ル系科目それぞれについて「とてもそう思う～全くそ
う思わない」の 4 件法で回答を求めた7）．なお，初年
表1　教養系科目および初年次／リメディアル系科目のP・D・C・A機能の得点
N 平均 SD 効果量(r )a)
P機能 212 2.84 .53 9.37 *** .54
D機能 211 2.88 .46 12.07 *** .64
C機能 210 2.42 .51 -2.35 * .16
A機能 215 2.36 .61 -3.38 ** .23
P機能 171 3.04 .55 12.66 *** .70
D機能 173 3.10 .51 15.51 *** .76
C機能 171 2.55 .54 1.29 .10
A機能 174 2.58 .67 1.65 .12
a)効果量(r )の目安は，r＝.10(小)，r＝.30(中)，r＝.50(大)とされる(水本・竹内 2008)。
* p<.05 ** p<.01 *** p<.001
教
養
系
科
目
初
年
次
／
リ
メ
ディ
ア
ル
系
科
目
t値
表1　教養系科目および初年次／リメディアル系科目の
P・D・C・A機能の得点
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次／リメディアル系科目について尋ねる際には，各項
目の「教養系科目」を「初年次／リメディアル系科目」
に置き換えて尋ねた．
3 .　結果
3.1　共通教育のマネジメントを規定する要因の
検討
まず，教養系科目および初年次／リメディアル系科
目におけるP・D・C・A機能の得点について表 1 に
示した．各機能の得点が理論的中央値（得点の範囲が
1 ～ 4 であるため2.5）よりも高いか低いかを検討す
るため， 1 サンプルのt検定を実施した結果，教養系
科目においてはP・D機能は理論的中央値よりも得点
が高い一方，C・A機能については理論的中央値より
も得点が低いことが示された．初年次／リメディアル
系科目については，P・D機能については理論的中央
値よりも得点が高かったが，C・A機能については理
論的中央値と差は見られなかった．
次に，教養系科目，初年次／リメディアル系科目の
マネジメントの諸側面（P・D・C・Aの各機能）にど
のような要因が影響を与えているのかを検討するため
重回帰分析（ステップワイズ法）を行った（表 2 ）． 
まず教養系科目についてみると，最も影響力が強かっ
た要因は組織文化に関する要因である「共通教育への
積極性」であり，P・D・C・Aの全ての側面に正の影
響を与えていた．組織文化についてはこの他に「組織
へのコミットメント」がP・D機能に，「改革志向」
がC機能に正の影響を示した．実施運営体制について
は，「データに基づく共通教育の評価体制」を有する
大学8）はD・A機 能がうまく機能していること，「全
表2　共通教育のマネジメントを規定する要因
大学の特徴
国立a) .26 ***
公立a)
短大a)
大学設置年
キャンパス数 -.16 * -.24 ** -.14 *
大学規模b)
大学院進学率
学生の学力水準c) .18 ** .18 ** .14 *
実施運営体制
共通教育を委員会方式で運営d) .15 *
共通教育を学部ごとに運営d)
共通教育をその他の方式で運営d)
データに基づく共通教育の評価体制e) .14 * .24 ** .18 * .21 ** .16 *
共通教育の運営メンバーの流動性f)
共通教育全体の運営に関する会議の頻度 -.13 *
専任教員に占める共通教育担当者の割合
共通教育を担当する専任教員のコマ数
共通教育担当者に占める非常勤講師の割合
全開講科目数に占める共通教育の割合 .20 ** .17 *
組織文化
共通教育への積極性 .43 *** .39 *** .39 *** .38 *** .44 *** .36 *** .51 *** .47 ***
組織へのコミットメント .19 ** .17 *
改革志向 .16 * .22 ** .19 *
R2 .35 *** .33 *** .32 *** .29 *** .34 *** .32 *** .37 *** .29 ***
* p<.05，** p<.01，*** p<.001
表2　共通教育のマネジメントを規定する要因
D機能 C機能 A機能
a) 私立大学(0,0,0)，国立大学(1,0,0)，公立大学(0,1,0)，短大(0,0,1)とダミーコード化した．b) 新入生数が500名以下を小規
模，501～2000名を中規模，2001名以上を大規模とした．c) ｢全国平均をかなり上回る～全国平均をかなり下回る｣の5件法で
尋ねた．d) 共通教育の運営組織について，全学的なセンター等での運営を(0,0,0)，委員会方式での運営を(1,0,0)，学部ごとの
運営を(0,1,0)，その他の方式での運営を(0,0,1)とダミーコード化した． e) データに基づき共通教育を評価する体制のない大学
を(0)，評価体制のある大学を(1)とダミーコード化した． f) 共通教育の運営組織の構成メンバーが流動的かどうかについて｢とて
もそう思う～全くそう思わない｣の4件法で尋ねた．
初年次／リメディアル系科目教養系科目
P機能 D機能 C機能 A機能 P機能
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表3　大学の特徴と実施運営体制・組織文化の関連
ORd) 95%CIf) ORd) 95%CIf) ORe) 95%CIf) βg) βg) βg) βg) βg)
国立a) .25 .09-.68 ** .34 .07-1.68 5.34 2.17-13.15 *** -.26 **
公立a)
短大a) -.35 *** 　
大学設置年 .17 *
キャンパス数
大学規模b) .75 .47-1.21 .29 .13-.65 ** .18 *
大学院進学率 .28 ** .19 **
学生の学力水準c) .16 *
R2 .12 *** .03 * .09 *** .05 **
 
* p<.05，** p<.01，*** p<.001
.16***h) .10***h)
a) 私立大学(0,0,0)，国立大学(1,0,0)，公立大学(0,1,0)，短大(0,0,1)とダミーコード化した．b) 新入生数が500名以下を小規模，501～2000名を中規
模，2001名以上を大規模とした．c) ｢全国平均をかなり上回る～全国平均をかなり下回る｣の5件法で尋ねた．d)多項ロジスティック回帰を実施．参照
カテゴリは｢全学的なセンター方式｣．「その他の方式で運営」に該当する国立大学は存在しなかったため「その他の方式で運営」を除いて分析を実施し
た．e)二項ロジスティック回帰を実施．f)オッズ比の95％信頼区間．g)標準化偏回帰係数．h)NagelkerkeのR2
表3　大学の特徴と実施運営体制・組織文化の関連
実施運営体制 組織文化
共通教育運営組織
データに基づく共通
教育の評価体制｢有｣
共通教育全体
の運営に関す
る会議の頻度
全開講科目数
に占める共通
教育の割合
共通教育へ
の積極性
組織へのコ
ミットメント 改革志向委員会方式で運営 学部ごとに運営
表4　共通教育運営組織による組織文化の違い
N 平均 SD 効果量(η 2 )a)
全学的なセンター方式で運営 88 3.03 .42
委員会方式で運営 77 2.83 .52
学部ごとに運営 34 2.74 .42
その他の方式で運営 18 2.99 .41
全学的なセンター方式で運営 91 2.91 .45
委員会方式で運営 78 3.02 .45
学部ごとに運営 33 2.88 .40
その他の方式で運営 17 2.92 .46
全学的なセンター方式で運営 90 3.08 .46
委員会方式で運営 76 2.93 .48
学部ごとに運営 34 2.93 .50
その他の方式で運営 18 3.17 .51
a)効果量(η2 )の目安は，η2＝.01(小)，η2＝.06(中)，η2＝.14(大)とされる(水本・竹内 2008)。
* p<.05 ** p<.01 *** p<.001
表4　共通教育運営組織による組織文化の違い
F値
4.71
1.19
2.34
** .06
.02
.03
共
通
教
育
へ
の
積
極
性
組
織
へ
の
コ
ミッ
ト
メ
ン
ト
改
革
志
向
表5　実施運営体制と組織文化の関連
.01 -.08 .00
.20 ** .00 .00
.26 *** -.12 .24 ***
.02 .17 * .06
.01 .01 .07
-.04 -.08 -.19 **
-.07 .00 -.06
* p<.05 ** p<.01 *** p<.001
共通教育全体の運営に関する会議の頻度
a)点双列相関係数．データに基づき共通教育を評価する機能のない大学を(0)，評価機能のある大学を(1)とダミー
コード化した．
データに基づく共通教育の評価体制a)
専任教員に占める共通教育担当者の割合
共通教育を担当する専任教員のコマ数
共通教育担当者に占める非常勤講師の割合
全開講科目数に占める共通教育の割合
表5　実施運 と
共通教育へ
の積極性
組織へのコ
ミットメント 改革志向
共通教育運営組織の構成メンバーの流動性
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開講科目数に占める共通教育の割合」の高さはP機能
にポジティブな影響を与えていることが明らかになっ
た．また，「共通教育全体の運営に関する会議の頻度」
の高さはD機能に負の影響を示していた．大学の特徴
に関する変数については，「国立大学」は「私立大学」
よりもC機能がうまく機能していること，「キャンパ
ス数」の多さはD・C機能にネガティブに作用するこ
とが明らかになった．また，「学生の学力水準」の高
さは，P・D・A機能にポジティブな影響を与えるこ
とも示された．
次に，初年次／リメディアル系科目のマネジメント
に影響を与えていた要因について述べる．教養系科目
と同様，最も影響力が強かった要因は「共通教育への
積極性」であり，P・D・C・Aの全ての側面に正の影
響を与えていた．組織文化についてはこの他に「改革
志向」がP・D機能に正の影響を示した．実施運営体
制については，「データに基づく共通教育の評価体制」
のある大学はD・C・A機能がうまく機能しているこ
と，「共通教育を委員会方式で運営」している大学で
はP機能の得点が高いことが明らかになった．また，
教養系科目と同様，「全開講科目数に占める共通教育
の割合」の高さはP機能にポジティブな影響を与えて
いることも  わかった．大学の特徴に関する変数は
「キャンパス数」のみが有意な値を示し，キャンパス
数が多いことはC機能にネガティブに作用することが
示唆された．
3.2　実施運営体制・組織文化に関連する要因の
検討
はじめに，大学の特徴に関する要因が実施運営体制，
組織文化とどのような関係にあるのかを検討した．具
体的には，大学の特徴に関する変数を説明変数，実施
運営体制，組織文化に関する変数を目的変数としてス
テップワイズ法によるロジスティック回帰分析，重回
帰分析を行った（表 3 ）．まず，共通教育運営組織に
関しては，国立大学は私立大学よりも「全学的なセン
ター方式」に比べ「委員会方式で運営」が少ないこと，
大学規模が大きくなると「全学的なセンター方式」に
比べ「学部ごとに運営」が少なくなることが明らかに
なった．また，私立大学よりも国立大学の方が「デー
タに基づく共通教育の評価体制」を有していることも
示された．「共通教育全体の運営に関する会議の頻度」
については短期大学が私立大学よりも低くなってい
た．「全開講科目数に占める共通教育の割合」につい
ては，大学の特徴に関するいずれの変数とも関連が認
められなかった．
組織文化に関する変数についてみると，大学規模が
大きいほど「共通教育への積極性」は高いことが示さ
れた．「組織へのコミットメント」については私立大
学よりも国立大学の方が得点は低いこと，大学院進学
率や基礎学力の高さがポジティブな影響を与えている
ことが明らかになった．改革志向については，大学設
置年が新しく大学院進学率が高い大学ほど得点が高く
なることが示された．
次に，実施運営体制と組織文化の関連について検討
した．まず，共通教育運営組織の違いによって組織文
化の諸側面に違いがあるのかを検討するため，一元配
置の分散分析を実施した（表 4 ）．その結果，「共通教
育への積極性」のみで有意差が検出され（F（3,213）
=4.76, p<.01, η2=.06），多重比較（TukeyのHSD法）
の結果「全学的なセンター方式で運営」が「委員会方
式で運営（p<.05）」「学部ごとに運営（p<.01）」より
も得点が高くなっていた．その他の実施運営体制に関
する変数と組織文化の関連については相関係数を求め
た（表 5 ）．その結果，データに基づく共通教育の評
価体制があることは共通教育への積極性や改革志向の
高さと関連していることが明らかになった．また，共
通教育全体の運営に関する会議の頻度は共通教育への
積極性と，専任教員に占める共通教育担当者の割合は
組織へのコミットメントと正の相関があった．一方，
共通教育担当者に占める非常勤講師の割合は改革志向
と負の相関があることも示された．
4 ．考察
本研究では，（ 1 ）共通教育マネジメントの諸側面
に共通教育の実施運営体制，共通教育にかかわる組織
文化がどのような影響を与えているのか，（ 2 ）大学
の特徴によって実施運営体制や組織文化がどのように
異なるのか，また実施運営体制と組織文化がどのよう
に関連しているのか，について検討することを目的と
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した．
　
4.1　共通教育マネジメントに影響を与える要因
について
まず，共通教育マネジメントの記述統計からは，教
養系科目，初年次／リメディアル系科目とも，P・D
機能については相対的に機能状況がよく，C・D機能
についてはそうではないことが示唆された．そのため，
共通教育のマネジメントにおいては，計画・実施の局
面に比べ，評価・改善の局面において課題があると考
えられる．
次に，重回帰分析により共通教育マネジメントに影
響を与える要因が明らかにされた．以下では，実施運
営体制，組織文化に注目して考察する．まず，共通教
育マネジメントの全ての側面に「共通教育への積極性」
が最も影響を与えていた．岡田・高野（2015）では他
の組織文化に関する要因もP・D・C・Aの全ての側
面と関連がみられたが，本研究ではそうした結果は得
られず，他の要因を統制したことで特に「共通教育へ
の積極性」が重要であることが示された．従って，学
内で共通教育に対するポジティブな風土をいかに醸成
していくかが共通教育のマネジメントをうまく機能さ
せるうえで鍵になるといえる．これまで，組織文化と
共通教育マネジメントの関連については実証的な検討
がほとんどなされてこなかったが（中留 2012），組織
文化は共通教育のマネジメントにおいて無視できない
要因であり，実施運営体制以上に影響を与えていると
いえる．
その他の組織文化の要因については，「組織へのコ
ミットメント」が教養系科目のP・D機能に関連して
いた．教養教育と学部・専門教育との間にはしばしば
対立関係が存在することが指摘されるが（例えば，吉
田文 2013），個々の教員の大学組織へのコミットメン
トが強く団結している大学では，こうした対立を回避
し教養系科目の位置づけや実施についてコンセンサス
が得られやすいのだと推察される．「改革志向」に関
しては初年次／リメディアル系科目でP・D機能に影
響していたが，この種の科目は近年になって導入され
るようになった科目であり（山田 2009），改革に積極
的な大学ほどこうした科目の設置や実施に意欲的なの
だと考えられる．
次に，実施運営体制に関する要因については，「デー
タに基づく共通教育の評価体制」のあることが共通教
育の実施や改善にプラスに作用していた．近年，デー
タに基づく教育改善が重視され，IR（インスティ
テューショナル・リサーチ）機能が各大学で整備され
つつある（Torii & Okada 2017）が，こうした機能は
共通教育マネジメントを効果的に行う上でも重要にな
るといえよう．また，「全開講科目数にしめる共通教
育の割合」が高いことはP機能の向上につながってい
た．共通教育比率の高い大学ほど，学士（準学士）課
程教育における共通教育の意義や目的について考える
必要性が高まるため，入念な共通教育の計画策定につ
ながるのだと推察される．
その他の実施運営体制に関する要因については，「委
員会方式」での運営が初年次／リメディアル系科目の
P機能と関係していた．これは，こうした科目が学部・
学科レベルで実施されることが多いため（木本 
2013），全学的なセンターに所属する教員組織よりも，
各部局の教員も含む委員会方式の方がマネジメントに
有利に働くためと考えられる．「共通教育全体の運営
に関する会議の頻度」の多さが教養系科目のD機能と
負の関係にあったことは解釈が難しいが，教養系科目
には多様な内容の科目が含まれるため，共通教育全体
を議論する会議では調整の難度がより高まるのかもし
れない．
4.2　実施運営体制・組織文化に関連する要因に
ついて
まず，大学の特徴と実施運営体制・組織文化との関
係についてみていく．共通教育の運営組織については，
国立大学は「委員会方式」が少なく，先行研究（川口 
2005; 吉田香奈 2012, 2013）と同様の傾向が確認され
た．また，国立大学は「データに基づく共通教育の評
価体制」が整っていたが，これについては東京大学
（2014）の調査でも同様の結果が報告されている．一
方で，国立大学は組織文化の「組織へのコミットメン
ト」が低かった．嶌田ほか（2009）の教員評価に関す
る研究からは，国立大学は私立・公立大学に比べ部局
の独立性が高いことが示唆されているが，このことが
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大学組織全体へのコミットメントを弱めている可能性
がある．短期大学では「共通教育全体の運営に関する
会議の頻度」が低くなっていたが，この背景には短期
大学は修業年限が短くその中で専門・職業教育が重視
されることが関係していると考えられる．
設置形態以外には，「大学設置年」が「改革志向」
にポジティブな影響を与えており，新設の大学ほど改
革に熱心であることが示された．また，「大学規模」
は「共通教育運営組織」の在り方や「共通教育への積
極性」と関連していた．ここからは，大規模な大学ほ
ど全学的な組織を設置し共通教育を運営していること
が窺えるが，こうした全学的な組織での運営が大学全
体の「共通教育への積極性」を高めている可能性があ
ろう．また，「大学院進学率」「学生の学力水準」は「組
織へのコミットメント」「改革志向」とポジティブな
関連があった．大学院進学率や学生の学力水準の高さ
の背景には学生の学業への積極性があると考えられる
が，こうした学生の意欲に応えようとすることが教員
の組織へのコミットメントや改革志向を高めることに
つながっていると推察される．
次に，実施運営体制と組織文化の関連について考察
する．まず，「全学的なセンター方式」での運営や「共
通教育全体の運営に関する会議の頻度」が高いことは
「共通教育への積極性」の高さと関係しており，「専任
教員に占める共通教育担当者の割合」が多いほど「組
織へのコミットメント」も強くなっていた．これらの
ことを総合すると，共通教育の運営において全学的な
組織や全学出働体制を整備し，担当者間でコミュニ
ケーションをとる機会を多くすることが，共通教育マ
ネジメントを進める上で重要な組織文化の形成につな
がる可能性がある．次に，「データに基づく共通教育
の評価体制」がある大学では「共通教育への積極性」「改
革志向」も高いことが示唆された．本研究では実施運
営体制と組織文化の因果関係までは特定できないが，
評価体制を整えることは共通教育に関わる組織文化に
変化をもたらす契機となり得るだろう．最後に，「共
通教育担当者に占める非常勤講師の割合」が高いこと
は「改革志向」の低さと関連していた．改革志向には
大学執行部のリーダーシップの強さや教育改革への積
極性，自大学への危機感などが含まれているが，非常
勤講師がこうした改革に向けた取り組みや意識を共有
することは容易ではないといえ，そのことがネガティ
ブな関連に表れているものと考えられる．
4.3　まとめと今後の課題
本研究からは，共通教育のマネジメントを進める上
では組織文化，とりわけ共通教育への積極性が重要で
あることが明らかになった．そのため，今後は実施運
営体制だけでなく組織文化も考慮しながら共通教育マ
ネジメントのあり方について追究していく必要があろ
う．そして，大学の特徴は実施運営体制や組織文化に
影響を与えており，実施運営体制と組織文化には関連
があることも明らかになった．ここからは，組織文化
に変化をもたらす要因について一定の示唆が得られた
といえる．
一方で，本研究には次のような課題もある．まず，
本研究では岡田・高野（2015）の尺度を用いて組織文
化を測定したが，大学における組織文化に関する実証
研究は蓄積が薄く，本尺度が組織文化の多様な側面を
捉えきれていない面がある．次に，本研究の調査は「共
通教育の実施に責任を持つ担当者」を対象に実施した．
実施運営体制についてはある程度正確な回答が可能で
あるが，組織文化については共通教育の責任担当者が
どこまで正確に把握できているのかという限界もあ
る．また，実施運営体制が整備されているので共通教
育マネジメントもうまくいっているはずだといった，
回答者の信念が結果に反映されている可能性も排除で
きない．更に，本研究では実施運営体制や組織文化が
共通教育マネジメントに影響を与えるという因果を想
定したが，その逆の因果を想定することも可能である．
こうした因果関係を特定するために，今後は縦断的な
研究が求められよう．最後に，組織文化と関連する複
数の要因が示されたが，その関連はそれほど強いもの
ではなかった．そのため，本研究で取り上げられなかっ
た未知の要因が影響を与えているといえ，個別機関の
ケーススタディ等も積み重ねつつ，更なる関連要因を
検討していくことが必要だといえる．
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注
1）  1991年の大学設置基準の大綱化以降，教養教育にお
いて情報教育や語学，学習スキルの習得を意図した
科目の比率が高まったことを，吉田（2013）は教養
教育のスキル化としている．
2）  大学のマネジメントにおける組織文化の重要性は大
場（2011）でも論じられている．そこでは，組織文
化は ｢組織の構成員間で共有された価値観や信念，
行動様式等の総体」と捉えられている．
3）  本研究では教養系科目を ｢特定の知識・技能の習得
に重点を置いた語学系・情報系科目群とは異なり，
人文科学・社会科学・自然科学といった様々な学問
領域に関する学習を通して，幅広い見識を身につけ
ることを目的とした科目群」と定義した．初年次／
リメディアル系科目については ｢大学生活への適応
や大学での学修に必要なスタディ・スキル，基礎学
力を身につけさせることを目的とした科目群」と定
義した．初年次教育とリメディアル教育は同一では
ないが，リメディアル教育の要素も兼ねて初年次教
育を実施している大学が多いことから，本研究では
初年次／リメディアル系科目と一つのカテゴリーで
尋ねた（岡田・高野 2015）．
4）  本研究では岡田・高野（2015）と同様のデータを用
いている．
5）  本調査の回収率は高いとはいえず，以降の結果を解
釈する際にはこの点に留意する必要がある．
6）  質問項目の詳細は岡田・高野（2015）を参照されたい．
7）  質問項目の詳細は岡田・高野（2015）を参照されたい．
なお，初年次／リメディアル系科目については調査
協力校の81.9％が実施していると回答した．
8）  評価体制があると回答した大学は44.3％であった．
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